
医療介護総合確保法に基づく平成 29 年度茨城県計画の概要 
 

【基本的な考え方】 

・過年度計画と合わせ，医療機能の分化・連携やがん診療体制の整備の推進に引き続き取り組む。             ＜①医療提供体制の整備＞ 

・医療提供施設等のグループ化や在宅医療参入を支援することで，茨城型地域包括ケアシステムの構築を一層推進。    ＜②在宅医療等を推進するための環境整備＞ 

・医師・看護師等の医療従事者の確保・育成等に引き続き取り組む（特に女性医師の活躍推進のための環境整備を推進）。  ＜③医療従事者の確保等＞ 

・地域密着型サービスに重点を置いた介護施設等の整備の促進に引き続き取り組む。                  ＜④介護施設等の整備＞ 

・介護従事者の確保・育成等に引き続き取り組む（特に認知症への対応力強化を推進）。                 ＜⑤介護従事者の確保等＞ 

 

【計画期間】 

 平成 29 年度～平成 31 年度 （事業期間は個別事業によって 1 年から 3 年） 

 

現 状 及 び 課 題 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

主 な 対 応 策（計画額：31.8 億円 ※医療分 21.8 億円，介護分 10.0 億円） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)地域医療構想の達成に向けた事業（0.3 億円） 

 

 

 

対 策 

 

 

・本県における将来の介護職員数について需要と供給を推計したところ，平成 29 年には約 4 千人，

平成 37 年には約 1 万人のギャップが生じると見込まれることから，これに対応する介護従事者

を確保していくことが急務。 

⑤介護従事者の確保等 

 

・医療資源の不足等により，がん診療連携拠点病院等を整備することが困難な医療圏（筑西・下

妻）への対応など，がん診療体制の底上げが必要。 

・地域医療構想による必要病床数推計において，2025 年に不足が見込まれている回復期病床の整

備促進が必要。 

①医療提供体制の整備 
 

・がん診療に必要な医療機器の購入に対する補助（0.3 億円） 
 

※過年度計画分（回復期病床の整備に対する補助（3.4 億円）など）を別途計上。 

(4)介護施設等の整備に関する事業（7.1 億円） 

 

○地域密着型サービス施設等の整備に対する補助（3.6 億円） 

○介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対する支援（3.5 億円） 
 ※過年度計画分（地域密着型サービス施設等の整備に対する補助（2.4 億円），介護施設の 

開設準備経費に対する支援（7.5 億円））を別途計上。 

 

・「地域包括ケアシステム」構築による誰もが住み慣れた地域で暮らし続けられる社会の実現に

向けた環境づくりのため，地域密着型サービス施設等の整備の促進が必要。 

・本県は，高齢者近住率が全国的に見て比較的高いことから，この特徴を活かすためにも，地域

密着型サービスに重点を置いた介護施設等の整備の促進が必要。 

・また，地域医療構想による在宅医療等への移行分の推計を踏まえ，必要な介護サービス等を分

析し，対応していくことが必要。 

④介護施設等の整備 

(5)介護従事者の確保等に関する事業（2.9 億円） 

 

○参入促進のための事業（2.3 億円） 

＜拡充＞介護人材の確保育成のための派遣事業（1.9 億円） 

○資質の向上のための事業（0.5 億円） 

＜新規＞軽度認知障害対策のための認知力アッププログラムの作成及び実践（0.1 億円） 

○労働環境・処遇の改善のための事業（0.1 億円） 
 ※過年度計画分（福祉人材確保・定着バックアップ事業（0.5 億円）など）を別途計上。 

資料８－１ 

 

・本県の人口 10 万対医師数は 175.7 人で全国 46 位，看護職員数は全国 42 位。また薬剤師数も，

216.6 人で全国比より 3.0 ポイント少なく，医療従事者確保が喫緊の課題。  

・今後増加が見込まれる女性医師について，本県への定着及び確保を図ることが必要。 

③医療従事者数の確保等 

 

・茨城型地域包括ケアシステムにおける多職種連携チームは福祉サービスの提供が中心となって

いることから，在宅医療提供施設等のグループ化を推進し，医療サービスが求められるケース

にも対応していくことが必要。 

・あわせて，在宅医療に参入する医療機関等の掘り起しや動機づけが必要。 

②在宅医療を推進するための環境整備 
 

・＜新規＞医療提供施設等のグループ化支援（0.6 億円） 

・＜新規＞在宅医掘り起しのための推進員の設置（0.6 億円） 

・＜新規＞看護師の特定行為研修受講に対する補助（0.1 億円） 

・＜新規＞口腔センター土浦の設備整備に対する補助（0.4 億円） 

(2)在宅医療等の提供に関する事業（3.5 億円） 

○医師の教育・養成・確保体制の強化（6.2 億円） 

 うち＜拡充＞女性医師のための職場環境整備に対する補助（0.3 億円） 

○看護師等養成所等の整備・運営支援（3.8 億円） 

○病院内保育園の整備・運営支援（2.6 億円） 

○小児救急医療拠点病院の運営支援（1.6 億円） 

(3)医療従事者の確保等に関する事業（18.2 億円） 


